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２００８年４月２１日 

大阪府知事 橋 下  徹  殿 

 

「精神障がい者権利擁護システム事業（精神医療オンブズマン制度）」 
の存続に関する緊急要望書 

     

ＮＰＯ大阪精神医療人権センター                       

                    代 表   里 見 和 夫 

              〒530-0047 

 大阪市北区西天満5丁目 9番5号 谷山ビル 9階 

TEL 06-6313-0056 FAX 06-6313-0058 
 

大阪府が４月１１日に発表した「財政再建プログラム試案」に「精神障がい者権利擁護システム

事業」の廃止案が盛り込まれました。しかし、本事業は、府が独自に実施している施策であるとこ

ろ、その中身は試案の「改革の内容」（目標額設定の考え方）にある分類（イ）「府民の生命に関わ

る緊急性・重要性の高い事業」に該当し、今後より一層強化することが求められているものですの

で、当センターは本事業の存続を強く要望します。 

以下、本事業創設の経緯および本事業が分類（イ）に該当する根拠について述べます。 
 

【本事業創設の経緯】 

「精神障がい者権利擁護システム事業」は、１９９７（平成９）年に大和川病院事件がマスコ

ミ等で大々的に報道され、同病院における精神障害者に対する重大な人権侵害の実態が明らかに

なったことを受けて創設されたものです。大阪府および精神科医療関係者は、大和川病院事件を

深く反省し、二度とこうした事件を生じさせないために、新たな、より強固な権利擁護システム

の確立が不可欠であることを確認しました。そして、精神保健福祉法上の機関である大阪府精神

保健福祉審議会において議論を取りまとめ、同審議会は、２０００（平成１２）年８月に「精神

病院内における人権尊重を基本とした適正な医療の提供と処遇の向上について（意見具申）」を大

阪府知事に提出しました。これに基づいて本事業内容が具体化され、２００２（平成１４）年９

月、同審議会の承認を得て、２００３（平成１５）年度から本事業が正式にスタートし、現在に

至っているものです。 

本事業は、１３機関（大阪府、大阪精神科病院協会、大阪精神科診療所協会、日本精神科看護

技術協会大阪支部、大阪精神保健福祉士協会、大阪弁護士会、大阪精神障害者連絡会、大阪精神

医療人権センター、大阪府精神障害者家族会連合会、大阪府社会福祉協議会、大阪府保健所長会、

大阪市、堺市）と学識経験者で組織する「大阪府精神障がい者権利擁護連絡協議会」（事務局：大

阪府こころの健康総合センター）の下で運営されており、過去５年間にのべ７６病院を訪問し、

院内での権利侵害の疑いがある事例の改善等に多大な貢献をしてきています。 

【本事業が分類（イ）に該当する根拠】 

精神科医療では、その閉鎖性が常に問題となり、数多くの権利侵害事件が起こってきました。  

それを防ぐために、行政監査や精神医療審査会等のチェック機能が法的に位置づけられています。
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しかし、大和川病院事件の教訓は、法に基づいたチェック機能だけでは権利侵害の防止には不十

分である、ということでした。これは先に述べた府の精神保健福祉審議会の場でも確認された内

容です。 

当センターは、本事業が始まる以前から、大阪府下の精神科病院に入院している精神障害者の

人権を擁護するための活動の一環として、精神科病院を訪問し、第三者の視点でその病院内の療

養環境を視察し、行政監査や審査会では見落とされがちな人権侵害の疑いのある事例に つき病

院側に改善を求め、入院患者の声を聞く活動を続けてきました。ただ、これらの活動を通じて明

らかになった改善を要する事項について、当センター、当事者団体、家族会、サービス提供者側

や行政が同じテーブルについて議論し、改善の方向を検討することのできる場はありませんでし

た。しかし、この病院訪問活動が府の事業として公的に保障され、上記１３機関と学識経験者で

構成される連絡協議会のもとで本事業が運営されることにより、それが可能となり、その結果、

本事業は、「府民の生命に関わる緊急性・重要性」を有する多くの権利侵害事例を未然に防止し、

療養環境の改善をもたらすなど大きな成果を挙げてきました。 

本事業により改善された事項の大半は、法に基づくチェック機能の役割を与えられている 行

政監査や審査会の審査では、残念ながら見落とされてきたものです。 

本事業がスタートしてから５年間で、大阪府内の精神科病院入院中の患者が人としての誇りを

失わずにすむ具体的な改善がなされてきました。本事業によるこれらの改善は、治療機関が「こ

ころの安定と自信の回復」の場として機能できるようにし、結果として長期入院の減少および医

療費の削減にもつながっています。また、本事業による病院訪問活動で出逢う入院患者には、大

阪府の退院促進事業などの紹介や地域の福祉施策ができていることを伝えるなど、本事業は、病

院外から病棟内への情報伝達役の一部も担ってきました。本事業は、今後より一層強化するよう

求められることはあっても、その役割が小さくなることはありません。 

このように本事業は、年間約１６０万円弱の業務委託料をはるかに超える効果を生み出してき

ています。何よりも本事業が入院中の患者の尊厳を尊重し、「府民の生命に関わる緊急性・重要性」

を有する権利侵害事例を未然に防止するなどの成果をもたらしたことは、高く評価されるべきで

す。 

本事業は、入院中の精神障害者の権利擁護システムとしては、わが国で初めての制度であり、

国の「精神病床等に関する検討会」でも数度取り上げられるなど、全国的に高い注目を集めてい

ます。 

また、本事業は、２００６（平成１８）年１２月に国連総会で採択された障害者権利条約の趣

旨にも合致していますので、より一層強化発展させることが求められており、廃止はその趣旨に

逆行するものです。 

 

 以上のとおり、本事業は、その創設の経緯、目的、実績等のいずれの点からしましても、分類（イ）

「府民の生命に関わる緊急性・重要性の高い事業」に該当しており、かつ、今後更に強化すべきも

のであることが明らかですので、当センターは、あらためて、本事業の存続を強く要望致します。 

以 上 


